


































 本論文は、 司法権が行政権に対して自 らの権限行使を抑制する場合、 両者のバランスの
 とり方と して、 いかなる思考形式が前提とされるかという、 古くて新 しい問題に取り組む
 ものである。 その素材と しては、 20 世紀初頭から現在に至るまでのアメリカの連邦最高裁
 をは じめとする諸判決が用 い られて い る。
 本論文は、 序論 (はじめに)、 本論及び結論 (結びに代えて) から構成されており、 本
 論は本案前の段階における司法の自己抑制 (第 1章及び第 2 章)、 本案の段階における司
 法の自己抑制 (第3章) に大別することができる。
 まず序論では、 導入として、 「謙譲」 原理の前提には行政の専門性に対する司法権の自
 己抑制が存在するが、 生成期まで遡った場合には必ず しもこれのみが根拠となっているわ
 けではない点、 現在においても生成期の思考の影響が全くないとは言い切れない点が指摘
 される。
 次に、 第1章及び第2章では、 それぞれ訴えの時機 (timing) に関する2つの思考形式
 一一行政上の救済を尽くすま では司法審査を許容 しないという<exhaUstion の法理〉及
 び行政・司法という 二つ の紛争解決の場がある事案 については前者の場 における解決を優
 先するという<primary jurisdictio!ユ の法理>一が取り上げられる。 両法理は、 いずれ
 も本案審理へ移行することを前提に、 あらか じめ行政という場において事案の解決を要請
 する点を共通項と している。
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 第 1 章第 1節では、 わが国の行政手続法でいう 「不利益処分」 に当たる領域における
 exhaustion の法理の展開が分析対象とされる。 一般に、 全国労働関係委員会 (NLRB) の管
 轄権の欠如が主張された Myers 判決 (1938) がリーディングケースとされるのに対し、 そ
 れ以前にも行政上の救済を尽く すことを要請する判決が数多く存在 したことが指摘され、
 人身保護令状等に関わる事案についても同法理が適用されるといった、 生成期における複
 雑な判例状況が跡付けられる。 次に、 Myers 判決自体が再検討に付され、 行政の専門性だ
 けでなく、 衡平法の要請、 便宜・礼譲等の多様な考慮要素が影響 していた点が分析される。
 続いて、 同法理の根拠をより明確化したものと して、 1960 年代後半から 1970 年代前半の
 徴兵関連判決 (McKart 判決及び McGee 判決) が取り上げられる。 両判決は行政の専門性の
 尊重という観点から事実問題における同法理の適用 を正当化 したものであるが、 本節では
 事実問題・法律問題という二分法的発想の限界が論じられている。 さらに、 Abbott 判決
 (1967) 以降における成熟性 (ripeness) 要件の緩和と同法理との融合現象が俎上に載せ
 られる。 とりわけ回復困難な損害の主張と併せて、 規則 (rule) が行政手続法 (APA) 704
 条にいう final agency action に該当するかという論点について、 考察が加えられている。
 第1章第2節では、 わが国の行政手続法でいう 「申請に対する処分」 に当たる領域にお
 ける exhaustion の法理が分析対象とされる。 まず社会保障分野における審級過剰の問題
 が考察された後、 受刑者による市民権訴訟 (42 U. S. C.§ 紹3) の利用可能性の問題へと
 検討が進められる。 市民権訴訟では exhaustion の法理が明文化されているため、 受刑者
 の出訴が困難となってい る。 この点については従来、 通常の公的機関に関する訴訟におけ
 る同法理の適用を否定した Patsy 判決 (1982) の影響が説かれてきたが、 本節では行政の
 専門性ではなく 「法理自体を重視 した考え方」 に刑事政策的観点が馴染んだという理解が
 呈示されている。
 第2章第1節では、 まず州際通商委員会 (エCC) に関する Abilene C・tt・n 判決 (1907)、
 Great Northem 判決 (1922) 及び Westem Pacific 判決 (1956) が取り上げられ、 primary
 jurisdiction の法理が事実問題 (とりわけ鉄道料金) に特有の統一性・専門性の要請を根
 拠としていた点が指摘される。 次に、 1950 年代から 60 年代の反 トラス ト訴訟が俎上に載
 せられる。 これは事案が裁判所から行政委員会へ、 行政委員会から裁判所へと堂々巡りす
 る “merry-go-round" 状態を引き起こすものであり、 なかでもシャーマ ン法違反に対する
 差止訴訟 (injunction) では司法長官による法執行が阻害されることが問題視されたもの
 である。 Ricci 判決 (1973) では、 反 トラス ト法の適用除外に関する商品取引委員会 (cEc)
 の判断が裁判所の実質的補助 (material aid) になることが法理適用の根拠とされている
 が、 本節ではこの主張に対する詳細な批判的分析が加えられている。
 続いて第2章第2節及び第3節では、 “merry-go-round" 状態を克服する3つの手法に
 ついて、 理論的得失が論じられている。 第1は訴訟係属を維持する 「却下から中断への流
 れ」 であり、 第2は法廷意見書の活用 による行政委員会の訴訟引込みであり、 第3は行政
 委員会と執行府とを相対化させる 「行政委員会像の修正」 という戦略である。
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 第3章第1節では、 本案審理における司法審査の制限が 1940 年代以降、 事実問題 (実
 質的証拠法則) のみならず、 法律問題にまで及び始める過程が考察される。 すなわち、 事
 実問題・法律問題いずれにも属さない 「事実に対する法の適用問題」 を範疇化 し、 そこに
 おける完全審査を自制する思考形式である (国家労働関係法 (NLRA) 上の 「労働者」 に関
 する Hearst 判決 (i944) 及び Packard 判決 (1947))。 本節では、 かかる中間領域の措定
 により三分法を導入する試み自体に三分法を掘り崩す契機が内在 していると主張される。
 第3章第2節では、 Chevron 判決 (1984) 以降の、 純然たる法律問題にまで行政機関の
 解釈を尊重する近時の諸判例が取り上げられる。 とりわけ Christense11 判決 (2000) 及び
 Mead 判決 (2001) が謙譲の根拠を行政手続法上の意見公募手続を経ていることに求めた点
 が考察の主たる対象をな している。
 最後に 「結びに代えて」 として、 本案前における謙譲構造が、 行政の専門性、 衡平法上
 の要請、 回復困難な損害及び独立行政委員会のあり方といった諸要素の多極的均衡に立脚
 していること、 本案における謙譲構造もこれと密接に連関 していることが、 総括的分析と
 して 呈示 されて い る。
 論文審査結果の要旨
 本論文は、 主題に関連する米・日の文献を網羅的に渉猟するだけでなく、 鉄道料金規制
 等のアメリカ行政法における古典的参照領域はもとより、 社会保障法、 矯正施設法、 競争
 法といった広汎な行政分野に跨る多数の裁判例を読み込んで、 研究に厚みを加えることに
 成功している。 また、 独立行政委員会論や司法審査論といった行政法の基礎に関わる文献
 を駆使 して、 論文の精度・説得力 を高めるものとなっている。
 これまで、 わが国における米国行政法研究は、 行政手続や代替的紛争解決論を中心に行
 われてきたが、 近時では、 行政・司法の協働のあり方像にも関心が集まっている。 これに
 対し、 本論文は、 人口に膾炙した 「行政の専門性」 の内包・外延が実際には多段階にわた
 る歴史的変遷を遂げてきたことを精確に摘示した上で、 専門性とそれ以外の根拠との動態
 的均衡を析出 し、 的確かっ明晰な問題意識と包括的な視、煎をもって主題に正面から取り組
 んでいる。 ExhaUstio11 の法理とわが国における不服申立て前置主義との相違、 裁判所・独
 立行政委員会・執行府の三面関係 の特色、 「事 実に対する法の適用問題」 という範疇自体
 が事実問題・法律問題の相対化を招来する契機を孕んでいたこと等々、 重要で興味深い指
 摘・考察が全編にわたって見られる。 特に、 アメリカ型の行政・司法の役割分担論が原理
 的検討を経ることなく モデル視されて いる中で、 アメリカ行政法に随伴 してきた理論的困
 難性を醒めた視座から摘示 したことは、 異彩を放つものである。
 本論文は、 司法の行政に対する謙抑性の正当化根拠の通時的変遷を跡付け、 そ 0)限界を
 画定することを狙いと している。 上述のとお り、 その目論見はかなり の成功を収めている。
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 ただ、 行政委員会論の精緻化、 謙譲の対抗原理とされる始審的審理の正当化根拠の分析が
 いまだ充分になされていない点には若干の不満が残る。 本論文の重要な成果をもとに、 各
 種行政委員会の位置づけ及び行政裁量論へと研究の歩を進めてゆくことは、 今後の課題で
 あろ う。
 以上、 本論文は、 その明晰な問題意識に基づく緻密な分析と説得力のある論理展開・結
 論の呈示等において優れているだけでなく、 関連資料を包括的に渉猟 して丹念に読みこな
 している点でも高く評価できるものであり、 博士論文の水準に達 しているものであると認
 め られる。
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